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東京都地下鉄建設株式会社

第１ 監査対象の概要

１ 事 業 の 内 容

（１）事 業 の 概 要

東京都地下鉄建設株式会社（以下「会社」という。）は、大江戸線（地下鉄１２号線）環状

部の早期建設を目的として、東京都と金融機関との共同出資（第三セクター方式）により、昭

和６３年７月に設立された団体で、その後平成４年１０月に日暮里・舎人線の建設を行うこと

とし、主として次の事業を行っている。

ア 鉄道事業法（昭和６１年法律第９２号）に基づく第三種鉄道事業

イ 軌道法（大正１０年法律第７６号）に基づく運輸事業

なお、大江戸線及び日暮里・舎人線の概要は、表１のとおりである。

（表１）大江戸線環状部及び日暮里・舎人線の概要

項 目 大江戸線 日暮里・舎人線

区 間 都庁前 春日 大門 新宿 日暮里駅(荒川区) 足立区舎人地区～ ～ ～ ～

建 設 キ ロ 28.8km(うち入出庫線1.0km) 9.8km(うちオーバーラン線0.1km)

営 業 キ ロ 27.8km 9.7km

駅 数 28駅(うち都庁前及び新宿駅は都 13駅

が建設)

車両駆動方式 リニアモーター方式 側方案内軌条方式による新交通システム

車庫(車両基地) 地下方式(都立木場公園) 半地下方式(都立舎人公園予定)

建 設 費 6,826億円（工事施行認可時） 771億3,800万円(インフラ部（建設局施

9,886億円（平成12年8月変更） 工）を含む総建設費は1,674億6,500万円）

(工事施行認可時）

工事施行認可 平成３年４月 平成９年11月

開 業 時 期 平成12年12月12日全線開業 平成19年度開業予定

（２）都 と の 関 係

都は、会社に対し資本金３０億円のうち、２０億円を出資するとともに、表２のとおり、大

江戸線建設のため平成１１年度までに２，０００億円（無利子、開業後２０年据置き後１０年

間の元金均等年賦償還）及び平成１１年度に９００億円（無利子、平成１２年度に元金一括償

還）、並びに日暮里・舎人線インフラ外部建設に４億９，９０２万余円（無利子、開業後１０

年間の元金均等年賦償還）を貸し付けている。
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また、都は、会社と大江戸線の譲渡に関する契約等を締結しており、その内容は、表３のと

おりである。

（表２）会社への貸付状況

（単位：千円）
区 分 平成１０年度まで 平成１１年度 平成１２年度 累 計 額

地下鉄12号線環状部 200,000,000 90,000,000 △ 90,000,000 200,000,000

日 暮 里 ・ 舎 人 線 391,336 62,465 45,225 499,026

合 計 200,391,336 90,062,465 △ 89,954,775 200,499,026

（表３）大江戸線譲渡契約等の内容
（単位：億円）

項 目 金 額 取得内容等

平成１１年度まで １，２２０ 木場車庫等 (３６６)

先行譲渡 新宿～国立競技場 (４５８)

清澄庁舎等 (３９６)

総建設費 平成１２年度 ３６９ 車輌等 (３６９)

平成１２年度 ７９３

９，８８６ 平成１３年度から ４，８２１ １２年分割

一括譲渡 平成２４年度まで （民間等有利子資金返済相当分）

平成３３年度から ２，０００ １０年分割

平成４２年度まで （都無利子資金返済相当分）

残工事 平成１３年度以降 ６８３ 汐留連絡線等

２ 組 織

会社は、本社を文京区小石川一丁目１５番１７号に置き、役員１４名（代表取締役社長１名、

代表取締役専務１名、常務取締役２名、取締役７名、監査役３名（非常勤役員９名））及び職員

３１３名（うち都派遣職員２７８名）で、４本部１４部をもって構成されている。

第２ 監査の範囲及び実地監査期間

１ 監 査 の 範 囲

平成１１年度（第１２期）及び平成１２年度（第１３期）の事業について実施した。

２ 実地監査期間

（１）交 通 局 平成１３年１０月２９日

（２）都市計画局 平成１３年１０月２９日

（３）会 社 平成１３年１１月５日から同月１６日まで
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第３ 監 査 の 結 果

１ 経営状況について

（１）経営成績

平成１１年度及び平成１２年度の経営成績は、別表１比較損益計算書のとおりである。以下、

平成１２年度を中心に述べる。

営業収益は、１，１６２億４，１１９万余円で前年度（８５３億８，００７万余円）に比較

して３０８億６，１１１万余円の増加（３６．１％）となっている。これは主に、建設した大

江戸線（地下鉄１２号線）の鉄道施設を交通局に譲渡したことによる鉄道施設譲渡収入が３０

８億６，７２０万余円増加したことによるものである。

営業費用は、１，１６２億８，１２９万余円で前年度（８５４億３，０９１万余円）に比較

して３０８億５，０３８万余円の増加（３６．１％）となっている。これは主に、人件費等の

一般管理費が１，６４９万余円減少したものの、当該年度の譲渡価格に対応した鉄道施設譲渡

原価が３０８億６，７２０万余円増加したことによるものである。

営業外収益は、３５億６，０６５万余円で前年度（６，１９５万余円）に比較して３４億９，

８６９万余円の増加となっている。これは主に、都からの建設資金利息受入金（民間等有利子

資金借受に伴う利子相当）が３１億５，３１３万余円及び雑収入が３億３，１２８万余円増加

したことによるものである。

営業外費用は、当年度から鉄道施設譲渡後の借入金に係る支払利息３１億５，３１３万余円

が発生したことなどによるものである。

以上の結果、税引前当期利益は、３億２，７８７万余円で前年度（１，１１２万余円）に比

較して３億１，６７４万余円増加し、法人税、住民税及び事業税（６，６９６万余円）並びに

法人税等調整額（４，８７９万余円）を控除した当期利益は、２億１，２１０万余円であり、

当期未処理損失は５，５６３万余円となっている。

（２）財政状態

平成１２年度末における財政状態は、別表２比較貸借対照表のとおりである。

資産合計は、６，９５３億８，６２６万余円で前年度（７，７７８億６，３０５万余円）に

比較して８２４億７，６７９万余円減少（１０．６％）している。これは、固定資産が１６２

億７，３０９万余円（２．４％）増加したものの、流動資産が９８７億４，９８９万余円減少

（９０．６％）したことによるものである。固定資産の主な増加は、環状部建設工事の完成等

に伴い、建設仮勘定が６，６５８億９４８万余円減少したものの、鉄道施設割賦譲渡元金が６，

８２０億８，４３７万余円増加したことによるものである。流動資産の主な減少は、預金が７

５２億８，３５９万余円及び受託工事支出金が２４８億５，７０２万余円それぞれ減少したこ

とによるものである。

負債合計は、６，９２４億４，４１９万余円で前年度（７，７５１億３，０８０万余円）に

比較して８２６億８，８９０万余円減少（１０．７％）しいる。これは、固定負債が１５０億
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９，９２３万余円増加（２．４％）したものの、流動負債が９７７億８，８１３万余円減少

（６８．１％）したことによるものである。固定負債の主な増加は、長期借入金が１５０億５，

０４３万余円増加したことによるものである。流動負債の主な減少は、短期借入金が５１４億

４，０００万円、受託工事受入金が３１１億３，９４７万余円及び未払金が１４６億４，９８

４万余円それぞれ減少したことによるものである。

資本合計は、２９億４，４３６万余円で前年度（２７億３，２２５万余円）に比較して２億

１，２１０万余円増加している。これは、当期利益（２億１，２１０万余円）が生じたため、

欠損金が２億１，２１０万余円（７．８％）減少したことによるものである。

２ 建設事業について

地下鉄大江戸線（１２号線）環状部については、全長約２９ｋmを１９工区に分割し、平成２

年６月に一部を除き、駅開削部及び駅間シールドトンネル等土木工事を発注、その後各種工事が

進めらた。

土木工事においては、平成１１年度中にトンネル等の構築を終え、平成１２年度は主に埋戻し

及び路面復旧工事を施工している。また、建築工事では、各駅舎の内装や出入口案内標識の設置

等を、設備工事は、エレベータ・エスカレータや空調・受変電設備の設置等を行っている。

主な工事は、表４のとおりである。

一方、日暮里・舎人線（インフラ外部）については、舎人公園に予定している車両基地に関す

る環境調査及び接続予定のＪＲ山手線日暮里駅旅客流動調査等の委託を実施している。

（表４）主な工事

（単位：百万円）

年 度 工 事 件 名 工 事 期 間 契 約 金 額

平成２～ 地下鉄１２号線環状部 平成２．６．７～ ３６，５７７

平成１２年度 汐留・浜松町工区建設工事 平成１２．１２．３１

平成２～ 地下鉄１２号線環状部 平成２．６．７～ ２０，４１２

平成１２年度 赤羽橋・麻布工区建設工事 平成１２．８．３１

平成１０～ 地下鉄１２号線環状部 平成１０．１２．４～ １，８１６

平成１２年度 汐留駅・浜松町駅建築工事 平成１２．９．３０

平成１０～ 地下鉄１２号線環状部 平成１１．３．５～ １，３１１

平成１２年度 門前仲町・月島駅機械設備工事 平成１２．１０．３１

（注）上表のうち、建設工事の内容は、土木工事である。

以上、経営状況及び建設事業について述べてきたが、事業は、出資目的に沿っておおむね適正

に運営されていると認められるものの、別項意見・要望事項にあるとおり今後、検討を要する事
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項が認められた。

３ 経営状況に関する意見・要望事項について

（１）会社の経営について

会社の平成１２年度の経営状況は、当期利益を生じているものの、未処理損失が計上されて

いる。平成１３年以降における会社の収支について見ると、主な収入は、割賦譲渡に伴う鉄道

施設譲渡収入であり、主な支出は、鉄道施設譲渡原価（譲渡収入と同額）と一般管理費である

が、一般管理費を賄うに充分な収入が見込めないなど厳しいものとなっている。

今後、平成１９年度に開業を予定している日暮里・舎人線の整備については、多額の資金が

必要とされるものの、資金計画は、未だに関係機関と調整中の状況である。

会社は、日暮里・舎人線の整備における資金計画を含め、中・長期経営改善策を策定し経営

の安定化に努められたい。



平 成 １ ２ 年 度 平 成 １ １ 年 度

（Ａ） （Ｂ） （C）＝（Ａ）－（B） （ C ／ B ） × １ ０ ０

鉄 道 施 設
譲 渡 収 入

鉄 道 施 設
譲 渡 原 価

建 設 資 金
利 息 受 入 金

048,794,000 48,794,000   - 

3,153,137,213

39,545,967

  - 

  - 

0

0

3,153,137,213

39,545,967

△ 6,094,767 △ 64.1

85,370,562,778116,237,770,665 30,867,207,887 36.2

30,850,382,295 36.1

そ の 他 収 入

3,192,683,180 3,192,683,180   - 

9,514,578

03,153,137,213

営 業 損 失

△ 27.959,186,072

比較増（△）減

（単位：円、％）
比　　較　　損　　益　　計　　算　　書

科　　　　目

（別表１）

当 期 利 益

前 期 繰 越 損 失

当 期 未 処 理 損 失

法 人 税 、 住 民 税
及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

経 常 利 益

税 引 前 当 期 利 益

一 般 管 理 費

諸 税

減 価 償 却 費

受 取 利 息

支 払 利 息

雑 支 出

営
　
　
業
　
　
損
　
　
益

営
　
業
　
外
　
損
　
益

営 業 収 益

営 業 費 用

経
　
　
　
　
　
常
　
　
　
　
　
損
　
　
　
　
　
　
益

85,380,077,356

928,116

11,126,678

営 業 外 費 用

雑 収 入

営 業 外 収 益

0

116,241,190,476 30,861,113,120 36.1

85,430,910,635116,281,292,930

85,370,562,778116,237,770,665 30,867,207,887 36.2

3,419,811

42,689,319 △ 16,496,753

△ 638,118 △ 68.8289,998

233,669542,948 309,279 132.4

3,560,656,264   - 3,498,696,307

50,833,279 10,730,82540,102,454 △ 21.1

61,959,957

17,481,931 444.7

390,037,120

3,153,137,213   - 

58,750,691 331,286,429 563.9

3,209,266 14,272,665

327,870,630 316,743,952   - 

11,126,678327,870,630 316,743,952   - 

66,967,500 6,200,000 60,767,500 980.1

4,926,678212,109,130 207,182,452   - 

272,672,684267,746,006 △ 4,926,678 △ 1.8

267,746,00655,636,876 △ 212,109,130 △ 79.2
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平成１２年度 平成１１年度
（Ａ） （Ｂ） （Ｃ）＝（Ａ）－（Ｂ） （Ｃ／Ｂ）×１００

10,288,858,703 109,038,749,958 △ 98,749,891,255 △ 90.6

4,354,237,969 79,637,833,784 △ 75,283,595,815 △ 94.5

3,150,715,521 1,913,207,030 1,237,508,491 64.7

1,559,367,119 1,438,019,071 121,348,048 8.4

1,189,910,886 26,046,940,829 △ 24,857,029,943 △ 95.4

34,627,208 2,749,244 31,877,964            - 

685,097,406,798 668,824,307,350 16,273,099,448 2.4

49,701,848 60,099,909 △ 10,398,061 △ 17.3

有 形 固 定 資 産 41,244,480 50,739,953 △ 9,495,473 △ 18.7

無 形 固 定 資 産 8,457,368 9,359,956 △ 902,588 △ 9.6

2,539,386 3,215,293 △ 675,907 △ 21.0

有 形 固 定 資 産 2,026,286 2,580,977 △ 554,691 △ 21.5

無 形 固 定 資 産 513,100 634,316 △ 121,216 △ 19.1

2,506,102,594 668,315,587,898 △ 665,809,485,304 △ 99.6

鉄 道 事 業 0 666,035,614,627 △ 666,035,614,627 △ 100

軌 道 事 業 2,506,102,594 2,279,973,271 226,129,323 9.9

682,084,378,720 0 682,084,378,720            - 

454,684,250 445,404,250 9,280,000 2.1

差 入 保 証 金 454,684,250 445,404,250 9,280,000 2.1

695,386,265,501 777,863,057,308 △ 82,476,791,807 △ 10.6

平成１２年度 平成１１年度
（Ａ） （Ｂ） （Ｃ）＝（Ａ）－（Ｂ） （Ｃ／Ｂ）×１００

45,895,502,377 143,683,634,314 △ 97,788,131,937 △ 68.1

40,000,000,000 91,440,000,000 △ 51,440,000,000 △ 56.3

1,838,489,214 16,488,329,318 △ 14,649,840,104 △ 88.8

0 1,570,873,778 △ 1,570,873,778 △ 100

66,967,500 0 66,967,500            - 

0 6,200,000 △ 6,200,000 △ 100

10,667,300 11,086,500 △ 419,200 △ 3.8

1,559,367,119 558,095,210 1,001,271,909 179.4

27,343,589 76,903,437 △ 49,559,848 △ 64.4

2,392,667,655 33,532,146,071 △ 31,139,478,416 △ 92.9

646,546,400,000 631,447,169,000 15,099,231,000 2.4

646,497,606,000 631,447,169,000 15,050,437,000 2.4

48,794,000 0 48,794,000            - 

692,441,902,377 775,130,803,314 △ 82,688,900,937 △ 10.7

3,000,000,000 3,000,000,000 0 0

55,636,876 267,746,006 △ 212,109,130 △ 79.2

55,636,876 267,746,006 △ 212,109,130 △ 79.2

(212,109,130) (4,926,678) 207,182,452            - 

2,944,363,124 2,732,253,994 212,109,130 7.8

695,386,265,501 777,863,057,308 △ 82,476,791,807 △ 10.6

資 本 合 計
負 債 ・ 資 本 合 計

（単位：円、％）

資 本 金
欠 損 金

当 期 未 処 理 損 失
（うち当期利益）

受 託 工 事 受 入 金

軌道事業固定資産

負 債 合 計

未 払 金

未 払 住 民 税
未 払 事 業 所 税
前 受 金

固 定 負 債

繰 延 税 金 負 債

未 払 消 費 税 等
未 払 法 人 税 等

長 期 借 入 金

預 り 金

科　　　目
比較増（△）減

流　 動　 負 　債
短 期 借 入 金

前 払 費 用
受 託 工 事 支 出 金

負　債　及　び　資　本　の　部

科　　　目
比較増（△）減

固 定 資 産
鉄道事業固定資産

そ の 他 流 動 資 産

鉄道施設割賦譲渡元金

建 設 仮 勘 定

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（別表２） 比　較　貸　借　対　照　表

投 資 等

資 産 合 計

資　　　　産　　　の　　　部

流 動 資 産
預 金
未 収 金
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東京熱供給株式会社

第１ 監査対象の概要

１ 事 業 の 内 容

（１）事 業 の 概 要

東京熱供給株式会社（以下「会社 という ）は、昭和５６年９月に都市排熱の有効利用等に」 。

より効率的で安定した熱エネルギーの供給を図り、併せて、大気汚染防止、エネルギーの節減

など、安全で快適な都市づくりに寄与することを目的として設立された法人で、熱供給事業法

（昭和４７年法律第８８号）に基づき、温熱、冷熱等の熱供給事業を行っている。

（２）都 と の 関 係

都は、会社の資本金７億５,０００万円のうち１億８,７５０万円（出資率２５％）を出資し

ている。

２ 組 織

会社は、本社を千代田区九段南四丁目８番８号に置き、役員１１名（代表取締役社長 1名、常

務取締役３名、取締役４名（全員非常勤 、監査役３名（うち非常勤２名 ）及び社員４１名（う） ）

ち都派遣職員４名）で２支社３管理事務所をもって構成されている。

第２ 監査の範囲及び実地監査期間

１ 監 査 の 範 囲

平成１１年度（第１９期）及び平成１２年度（第２０期）の事業について実施した。

２ 実地監査期間

（１）環 境 局 平成１３年１１月１日及び１９日

（２）会 社 平成１３年１１月５日から同月１６日まで

第３ 監 査 の 結 果

１ 経営状況について

（１）事 業 の 実 績

会社は、光が丘団地地区・品川八潮団地地区・竹芝地区・八王子南大沢地区・東京国際フォ

ーラム地区の５地区に各プラント（熱発生所）を建設し、表１のとおり、熱供給事業を実施し

ている。

なお、平成１１年度及び平成１２年度の事業実績は、表２のとおりである。

また、平成１３年４月から東京国際フォーラム地区で新たに１施設に供給をしている。
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（表１）熱供給事業状況

（平成１３．３．３１現在）

地区 対 象 施 設 供 給 実 績 増(△)減

地区名 面積 供給開始 熱供給方式 供給施設区分 平成11年度 平成12年度 増減数

(ha) 年.月 (A) (B) (C=B-A)

昭和 清掃工場の 住宅施設 11,895 戸 11,885 戸 10△

光が丘団地 184.7 58.4 発電排熱、 商業業務施設 42 施設 41施設 1△

電力等 その他施設 38 か所 38 か所 0

品川八潮 昭和 清掃工場の 住宅施設 5,093 戸 5,167 戸 74

団地 41.2 58.4 焼却排熱等 商業業務施設 31 施設 31 施設 0

その他施設 13 か所 13 か所 0

竹 芝 13.5 平成 電力・ガス 商業業務施設 5 施設 6 施設 1
※ 3.10 併用

八王子 30.3 平成 電力・ガス 商業業務施設 2 施設 2 施設 0

南大沢 4.6 併用

東京国際 11.1 平成 電力・ガス 商業業務施設 1 施設 1 施設 0

フォーラム 8.7 併用 その他施設 1 か所 1 か所 0

※計画区域の面積、事業許可区域の面積は、８.５ｈａ

（表２）熱供給販売実績

（単位：ギガジュール＝ＧＪ、％）
平成11年度 平成12年度 増 (△ ) 減

地 区 名 区分 (第19期) (第20期) 販売量 率(％)
(A) (B) (C=B-A) (C/A) 100×

温熱 235,881 235,952 71 0.0
光 が 丘 団 地 冷熱 57,806 58,849 1,043 1.8

合計 293,687 294,801 1,114 0.4
温熱 96,689 98,606 1,917 2.0

品川八潮団地 冷熱 4,272 4,378 106 2.5
合計 100,961 102,984 2,023 2.0
温熱 50,132 53,371 3,239 6.5

竹 芝 冷熱 78,596 75,223 △ 3,373 △ 4.3
合計 128,728 128,594 △ 134 △ 0.1
温熱 8,484 8,988 504 5.9

八王子南大沢 冷熱 27,296 29,318 2,022 7.4
合計 35,780 38,306 2,526 7.1
温熱 30,136 31,938 1,802 6.0

東京国際 冷熱 60,139 62,816 2,677 4.5フォーラム
合計 90,275 94,754 4,479 5.0
温熱 421,322 428,855 7,533 1.8

合 計 冷熱 228,109 230,584 2,475 1.1
合計 649,431 659,439 10,008 1.5

（注）１ギガジュール＝ＧＪは、熱量の単位で、１０億ジュール、
１カロリーは、約４．２ジュールである。
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（２）経 営 成 績

平成１１年度及び平成１２年度の経営成績は、別表１比較損益計算書のとおり、平成１１年

度１億３ ４００万余円 平成１２年度３ ４３２万余円 それぞれ当期利益を計上し 平成１， 、 ， 、 、

２年度においては当期未処分利益１，７６３万余円の計上となっている。

， 、 （ ）平成１２年度における営業収益は４３億４ ６５５万余円で 前年度 ４３億６４３万余円

に比較し、４，０１１万余円（０．９％）増加している。これは主として、温熱料２，５４８

万余円（１．１％）及び冷熱料３６０万余円（０．２％）が増加したことによるものである。

営業費用は４０億４，０５１万余円で、前年度（３８億３，４７４万余円）に比較して２億

５７７万余円（５．４％）増加している。

これは主として、製造費が、燃料費、電力料の増加等により１億２，６３５万余円及び供給

販売費が、修繕費の増加等により７，７０４万余円それぞれ増加したことによるものである。

次に、営業外損益について見ると、２億３，１２５万余円の損失で、前年度（２億３，６９

４万余円）に比較して、５６８万余円（２．４％）損失が減少している。これは主として、借

入金を返済したことなどにより、支払利息が減少したことによるものである。

特別損失は１，３７５万余円を計上している。

以上の結果、税引前当期利益は、６，１０２万余円となっている。

（３）財 政 状 態

、 、 ，平成１２年度末における財政状態は 別表２比較貸借対照表のとおり 資産総額１１５億３

７３７万余円、負債総額１０７億５，４７３万余円、資本総額７億８，２６３万余円となって

いる。

資産は前年度（１１９億９，４４１万余円）に比較し、４億５，７０４万余円（３．８％）

減少している。これは、固定資産が前年度（１０７億４，９５７万余円）に比較して３，５６

２万余円 ０.３％ 増加したものの 流動資産が前年度 １２億４ ４８４万余円 に比較し（ ） 、 （ ， ）

て４億９，２６７万余円（３９．６％）減少したことによるものである。

固定資産の増加は、主として、熱供給事業固定資産が２，５０９万余円減少したものの、建

設仮勘定が４，６８０万余円増加したことなどによるものである。

流動資産の減少は、主として、現金及び預金が減少したことによるものである。

負債は、１０７億５，４７３万余円で、前年度（１１２億４，６１０万余円）に比較して４

億９，１３７万余円（４．４％）減少している。これは主として、流動負債において１年以内

に期限到来の固定負債が２８億１，８００万円増加したものの、固定負債において長期借入金

が３２億２，１４０万円減少したことによるものである。

資本は、前年度（７億４，８３１万余円）に比較して、当期利益を計上したことにより３，

４３２万余（４．６％）増加している。

流動比率、長期固定比率及び自己資本比率は、表３のとおりである。

平成１２年度の流動比率は、１年以内に期限到来の固定負債４４億２，１４０万円（平成１
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３年度借換予定）を計上したことなどにより比率が低下している。

（表３）財務比率

項 目 算 式 平成 8年度 平成 9年度 平成10年度 平成11年度 平成12年度

流動資産
流動比率 16.9 99.5 91.9 55.7 15.2

流動負債

固定資産
長期固定比率 158.5 100.１ 101.0 110.1 163.9

資本＋固定負債

資 本
自己資本比率 0.5 1.8 4 6.2 6.８

負債＋資本

以上 会社の経営成績及び財政状態について述べてきたが 別項意見・要望事項のとおり 事業、 、 、

運営において、 改善を検討すべき事項が認められた。

２ 経営状況に関する意見・要望事項

（１）会社の経営について

会社は、平成１２年度で当期利益を計上し、繰越損失を解消しているが、長期借入金（長期

借入金及び借換予定の１年以内に期限到来の固定債）について見ると１００億円を超えるもの

となっている。会社は、この長期借入金については償還計画を作成し返済していくとしている

が、今後の経営状況について見ると、安価な清掃工場の排熱を熱供給事業の熱源として利用し

ている光が丘、八潮団地地区において、①光が丘清掃工場のダイオキシン対策に伴い平成１２

年から平成１４年までの間排熱受入量が減少（光が丘地区）となること、②大井清掃工場の建

替により平成１４年から平成１７年までの間、排熱受入が全面的に停止（八潮地区）となるこ

、 、 、 、と が予定され この期間は代替熱源として電気・ガスを使用する必要があることから 今後

燃料費等の費用の増加が見込まれる。

また、光が丘、八潮の団地地区の熱供給設備等は、事業開始から１８年（固定資産耐用年限

１５年）が経過しており、修繕費等もかさむ状況となっていることから、早期の設備更新が必

要であり、そのためには多額の資金が必要となってくる。

さらに、南大沢地区は、都における開発事業の遅滞から２施設のみの供給（計画１５施設）

にとどまって大幅な損失を計上しているが、平成１５年度には、都による新住宅市街地開発事

業が終了し熱供給事業環境がより一層厳しくなることが予想される。

今後、会社経営にはこのような課題が山積しており、長期借入金の返済計画に支障を及ぼす

恐れがあるなど、経営を不安定にしかねない状況となっている。

会社は、平成１３年３月に経費の削減策を中心とする経営改善計画（平成１３年度から平成

１５年度）を作成しているが、さらに、事業運営の見直しを含め、これらの長期的課題に十分

配慮した経営の改善に努められたい。



（別表１）比較損益計算書

平成12年度 平成11年度

(第20期) (第19期) 金額 率

(Ａ) (Ｂ) (C＝A-B) (C／B)×100

営業収益 4,346,553,672 4,306,439,283 40,114,389 0.9

温熱料 2,336,561,010 2,311,071,349 25,489,661 1.1

経 営 冷熱料 1,955,815,246 1,952,205,293 3,609,953 0.2

業 営業雑収益 54,177,416 43,162,641 11,014,775 25.5

常 損 営業費用 4,040,517,231 3,834,740,264 205,776,967 5.4

益 製造費 2,572,394,436 2,446,040,695 126,353,741 5.2

損 供給販売費 1,210,767,695 1,133,726,955 77,040,740 6.8

一般管理費 257,355,100 254,972,614 2,382,486 0.9

益 営業利益 306,036,441 471,699,019 △ 165,662,578 △ 35.1

営業外収益 3,139,306 5,403,120 △ 2,263,814 △ 41.9

の 受取利息 2,071,280 2,283,151 △ 211,871 △ 9.3

雑収入 1,068,026 3,119,969 △ 2,051,943 △ 65.8

部 営業外費用 234,398,491 242,345,420 △ 7,946,929 △ 3.3

支払利息 233,947,713 242,249,511 △ 8,301,798 △ 3.4

雑支出 450,778 95,909 354,869 370.0

営業外損失 231,259,185 236,942,300 △ 5,683,115 △ 2.4

経常利益 74,777,256 234,756,719 △ 159,979,463 △ 68.1

特別損失 13,753,306 0 13,753,306 －

税引前当期利益 61,023,950 234,756,719 △ 173,732,769 △ 74.0

法人税等・調整額 26,699,139 100,747,178 △ 74,048,039 △ 73.5

当期利益 34,324,811 134,009,541 △ 99,684,730 △ 74.4

前期繰越損失 16,687,030 266,421,471 △ 249,734,441 △ 93.7

過年度税効果調整額 0 115,724,900 △ 115,724,900 △ 100

当期未処分利益 17,637,781 0 17,637,781 －

当期未処理損失 0 16,687,030 △ 16,687,030 △ 100

増(△)減

　科　　　　目

営
業
外
損
益

（単位:円、％）
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（別表２）比較貸借対照表
平成12年度 平成11年度

資産の部 (第20期) 構成比 (第19期) 構成比 金額 率
(Ａ) (Ｂ) (C＝A-B) (C／B)×100

固定資産 10,785,205,645 93.5 10,749,576,343 89.6 35,629,302 0.3
熱供給事業固定資産 8,499,386,646 73.7 8,524,480,601 71.1 △ 25,093,955 △ 0.3
有形固定資産 8,420,070,476 73.0 8,427,613,327 70.3 △ 7,542,851 △ 0.1

製造設備 10,597,339,000 91.9 10,113,198,000 84.3 484,141,000 4.8
減価償却累計額 △ 4,392,151,000 △ 38.1 △ 3,816,088,000 △ 31.8 △ 576,063,000 15.1

供給設備 4,017,981,000 34.8 3,701,718,000 30.9 316,263,000 8.5
減価償却累計額 △ 2,007,263,000 △ 17.4 △ 1,780,730,000 △ 14.8 △ 226,533,000 12.7

業務設備 303,765,000 2.6 303,322,000 2.5 443,000 0.1
減価償却累計額 △ 99,601,000 △ 0.9 △ 93,806,000 △ 0.8 △ 5,795,000 6.2

無形固定資産 79,316,170 0.7 96,867,274 0.8 △ 17,551,104 △ 18.1

31,812
0

80,627
0

△ 48,815 △ 60.5

水道施設利用権 12,325,654 0.1 14,116,274 0.1 △ 1,790,620 △ 12.7

182,403
0

196,803
0

△ 14,400 △ 7.3

ソフトウェア 56,171,514 0.5 71,868,783 0.6 △ 15,697,269 △ 21.8
電話加入権 10,604,787 0.1 10,604,787 0.1 0 0

建設仮勘定 1,182,719,205 10.3 1,135,909,814 9.5 46,809,391 4.1
投資等 1,103,099,794 9.6 1,089,185,928 9.1 13,913,866 1.3
長期投資 1,088,446,793 9.4 1,088,446,793 9.1 0 0
長期前払費用 584,801 0 739,135 0 △ 154,334 △ 20.9
繰延税金資産 14,068,200 0.1 0 0 14,068,200 －

流動資産 752,166,106 6.5 1,244,841,722 10.4 △ 492,675,616 △ 39.6
現金及び預金 240,554,161 2.1 742,109,165 6.2 △ 501,555,004 △ 67.6
売掛金 363,872,742 3.2 367,859,644 3.1 △ 3,986,902 △ 1.1
諸未収入金 67,879,604 0.6 51,406,308 0.4 16,473,296 32.0
貯蔵品 7,122,950 0.1 8,189,129 0.1 △ 1,066,179 △ 13.0
前払費用 64,384,279 0.6 62,396,082 0.5 1,988,197 3.2
繰延税金資産 9,914,283 0.1 14,977,722 0.1 △ 5,063,439 △ 33.8
その他流動資産 107500 0 0 0.0 107,500 －
貸倒引当金(貸方) △ 1,669,413 0 △ 2,096,328 0.0 426,915 △ 20.4

資産合計 11,537,371,751 100 11,994,418,065 100 △ 457,046,314 △ 3.8
負債の部

固定負債 5,798,729,593 50.3 9,012,398,867 75.1 △ 3,213,669,274 △ 35.7
長期借入金 5,757,500,000 49.9 8,978,900,000 74.9 △ 3,221,400,000 △ 35.9
退職給付引当金 41,229,593 0.4 33,498,867 0.3 7,730,726 23.1

流動負債 4,956,004,377 43.0 2,233,706,228 18.6 2,722,298,149 121.9

4,421,400,000
38.3

1,603,400,000
13.4

2,818,000,000 175.8

短期借入金 0 0.0 150,000,000 1.3 △ 150,000,000 △ 100
買掛金 109,438,444 0.9 114,936,160 1.0 △ 5,497,716 △ 4.8
未払金 62,462,925 0.5 118,173,300 1.0 △ 55,710,375 △ 47.1
未払費用 291,616,875 2.5 185,983,306 1.6 105,633,569 56.8
未払法人税等 35,703,900 0.3 0 0 35,703,900 －
預り金 4,211,962 0 9,377,782 0.1 △ 5,165,820 △ 55.1
賞与引当金 28,545,471 0.2 29,180,080 0.2 △ 634,609 △ 2.2
その他流動負債 2,624,800 0 22,655,600 0.2 △ 20,030,800 △ 88.4

負債合計 10,754,733,970 93.2 11,246,105,095 93.8 △ 491,371,125 △ 4.4
資本の部

資本金 750,000,000 6.5 750,000,000 6.3 0 0
法定準備金 15,000,000 0.1 15,000,000 0.1 0 0
利益準備金 15,000,000 0.1 15,000,000 0.1 0 0

剰余金(△)欠損金 17,637,781 0.2 △ 16,687,030 △ 0.1 34,324,811 △ 205.7

17,637,781
0.2

△ 16,687,030 △ 0.1 34,324,811 △ 205.7

資本合計 782,637,781 6.8 748,312,970 6.2 34,324,811 4.6
負債資本合計 11,537,371,751   100 11,994,418,065   100 △ 457,046,314 △ 3.8

（単位:円、％）
増(△)減

１年以内に
期限到来の固定負債

当期未処分利益
(△)当期未処理損失

電気・ガス供給
施設利用権

電信電話専用
施設利用権
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東京臨海高速鉄道株式会社

第１ 監査対象の概要

１ 事 業 の 内 容

（１）事 業 の 概 要

東京臨海高速鉄道株式会社（以下「会社」という ）は、東京都及び民間等の共同出資（第。

三セクター方式）により、新木場、大崎間の臨海副都心線を建設し営業（鉄道事業法（昭和６

１年法律第９２号）に基づく第一種鉄道事業）することを目的として、平成３年３月に設立さ

れた会社で、その建設及び営業の状況は、表１のとおりである。

なお、第二期事業区間の建設については、日本鉄道建設公団が資金を調達して鉄道施設の建

設を行い、完成後に会社が施設の譲渡を受け、２５年間で返済する方法によっている。

（表１）鉄道の建設及び営業概要 （単位：百万円）

区 間 内 容 設置駅 営業キロ 開 業 の 状 況建 設 費

第一期事業区間 新 木 場

～東京ﾃﾚﾎﾟｰﾄ ４駅 ４.９km １２３，４５０ 平成８年３月３０日開業

東京ﾃﾚﾎﾟｰﾄ

～天王洲アイル １駅 ２.９km ８５，８５６ 平成１３年３月３１日開業

第二期事業区間 天王洲アイル

～大 崎 ３駅 ４.４km ２８０，８７２ 平成１４年１２月開業予定

計 ８駅 １２.２km ４９０，１７８ －

（２）都 と の 関 係

都は、資本金８１２億７３０万円のうち７１４億１，８３０万円（８７．９％）を出資して

、 、 ，おり このうち平成１１年度及び平成１２年度においては それぞれ１５０億円及び５０億２

８３０万円の追加出資をしている。

２ 組 織

会社は、事務所を江東区辰巳三丁目１２番地１に置き、役員１３名（代表取締役社長１名、専

務１名、常務１名、取締役７名、監査役３名（うち非常勤役員９名 ）及び職員１７５名（うち）

都からの派遣５９名）で、３部をもって構成されている。

第２ 監査の範囲及び実地監査期間

１ 監 査 の 範 囲

平成１１年度（第１０期）及び平成１２年度（第１１期）の事業を対象として実施した。



- 355 -

２ 実地監査期間

（１）都市計画局 平成１４年２月５日及び同月２０日

（２）会 社 平成１４年２月７日から同月１９日まで

第３ 監 査 の 結 果

１ 経営状況について

（１）事業実績

、 （ ） 、会社は 平成８年３月３０日に第一期事業区間を開業 新木場駅から東京テレポート駅 し

平成１３年３月３１日に第二期事業区間の一部（東京テレポート駅から天王洲アイル駅）を開

業しており、その運輸成績は、表２のとおりである。

（表２）運輸成績

区 分 平成１２年度 平成１１年度 増（△）減 増減率

Ａ Ｂ Ｃ＝Ａ－Ｂ D=C/B(%)

営 業 キ ロ (㎞) 7.8 4.9 2.9 -

営 業 日 数 (日) 365 366 △ 1 -

乗車人員 定期外 (人) 6,547,802 5,816,240 731,562 12.6

定 期 (人) 3,845,880 3,221,520 624,360 19.4

計 (人) 10,393,682 9,037,760 1,355,922 15.0

1日当り (人) 28,475 24,693 3,782 -

運輸収入 定期外 ( ) 1,379,830 1,223,137 156,693 12.8千円

定 期 ( ) 503,448 423,263 80,185 18.9千円

計 ( ) 1,883,278 1,646,400 236,878 14.4千円

1日当り ( ) 5,159 4,498 661 -千円

（注）営業キロは、各年度末（３月３１日）現在である。

（２）経営成績

平成１１年度及び平成１２年度の経営成績は、別表１比較損益計算書のとおりである。平成

、 ， 、 （ ， ）１２年度は ２４億７ ２６６万余円の当期損失を計上し 前年度 ２９億９ ０２４万余円

に比較して、５億１，７５８万余円（１７．３％）減少している。

、 ， 、 （ ， ）平成１２年度の営業損失は １５億８ ９４６万余円で 前年度 １９億５ ８１４万余円

に比較して３億６，８６７余円（１８．８％）減少している。

営業収益は２１億５，９１３万余円で、主に、旅客運輸収入が増加したことにより、前年度

（１８億９，４８９万余円）に比較して２億６，４２３万余円（１３．９％）増加している。

営業費用は３７億４，８６０万余円で、主に減価償却費が１億１，４５６万余円増加したも

のの、人件費の減少などにより運送費が１億１，２６２万余円、一般管理費が８，６４１万余

円それぞれ減少したことにより、前年度（３８億５，３０４万余円）に比較して１億４４４万

余円（２．７％）減少している。
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次に、営業外収益は１，５３５万余円で、受取利息の増加などにより、前年度（２８７万余

円）に比較して１，２４７万余円（４３３．６％）増加している。

営業外費用は、８億９，４７５万余円で、支払利息の減少などにより前年度（１０億４，０

２３万余円）と比較して１億４，５４８万余円（１４．０％）減少している。

この結果、経常損失は２４億６，８８６万余円で前年度（２９億９，５５０万余円）に比較

して、５億２，６６３万余円（１７．６％）減少している。

平成１２年度の特別利益は２９３億８，８９５万余円（港湾局からの開発者負担金：２１９

億円、天王洲アイル駅の近隣企業から建設費分担金：７２億１，４６４万余円、地上権の受贈

：２億７，４３０万余円）を計上している。

特別損失は、２９３億８，８９５万余円で、特別利益に計上した資金等を源泉として取得し

た資産を、帳簿上減額したことに伴う損失（特別利益と同額の固定資産圧縮損）を計上したも

のである。

、 ， 、以上の結果 当期損失に前期繰越損失１４２億５ ８５２万余円を加えた当期未処理損失は

１６７億３，１１９万余円となっている。

（３）財政状態

平成１１年度末及び平成１２年度末の財政状態は、別表２比較貸借対照表のとおりであり、

平成１２年度末の資産合計は１，５１５億２，５５３万余円、負債合計は８７０億４，９４２

万余円、資本合計は６４４億７，６１０万余円となっている。

、 （ ， ， ） ， （ ．資産は 前年度 １ ４１０億９ ３１８万余円 に比較して１０４億３ ２３５万余円 ７

４％）増加している。

これは流動資産が４６億５，８１４万余円（２６．４％）減少したものの、固定資産が１５

０億９，０４９万余円（１２．２％)増加したことによるものである。

、 、このうち固定資産の増加は 主として東京テレポート駅から天王洲アイル駅間の開業に伴い

日本鉄道建設公団から資産の譲渡を受けたことなどにより、鉄道事業有形固定資産が１３０億

２，０１４万余円（１０．８％）増加したことによるものである。

負債は、前年度（７９１億７，２７１万余円）に比較して７８億７，６７１万余円（９．９

％）増加している。

これは、流動負債が２０億８，４２０万余円（１０５．９％ 、固定負債が５７億９，２５）

１万余円（７．５％）それぞれ増加したことによるものである。

、 ， （ ．このうち固定負債の増加は 主として工事負担金受入額が２６０億８ ０８７万余円 ７５

６％）減少したものの、日本鉄道建設公団長期未払金が３３８億４，９８３万余円増加したこ

とによるものである。

、 （ ， ） ， （ ．資本合計は 前年度 ６１９億２ ０４７万余円 に比較して２５億５ ５６３万余円 ４

１％）増加している。

これは、欠損金（１６７億３，１１９万余円）が、当期損失の計上により２４億７，２６６
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万余円（１７．３％）増加したものの、５０億２，８３０万円の増資（第二期事業区間の建設

に要する資金の一部に充当）を行ったことによるものである。

以上、経営状況について述べてきたが、別項指摘事項にあるとおり、今後、是正を要する事項

が認められた。

２ 指 摘 事 項

（１）会 社 関 係

ア 会計処理を適正に行うべきもの

企業会計原則によれば、すべての費用及び収益は、その支出及び収入に基づいて計上し、

その発生した期間に正しく割当てられるように処理しなければならないものとし、また、会

社の会計事務規程によれば 各営業年度の会計記録を整理して期間の損益を計算するもの 第、 （

５０条）としている。

ところで、会社は、第一期導入車両の定期検査を車両検修業務委託等委託基本契約書に基

づき、Ａに委託（期間：平成１１年１月１１日から同年８月２７日、支出額：４，８６８万

７，１８５円）し、実施している。

しかしながら、表３のとおり、この委託は平成１０年度から平成１１年度に実施したこと

からその実施年度の費用として会計処理をすべきであるにもかかわらず、支出日（平成１２

年５月３０日、請求日は平成１２年３月３１日）の属する年度（平成１２年度）に発生した

費用として会計処理をしているのは適正でない。

会社は、会計処理を適正に行われたい。

（表３）車両点検等実施日及び金額（消費税抜き）

（単位：円）

平成11.1.20 平成11.5.17 平成11.8.1

実施期間 ～平成11.2.8 ～平成11.5.28 ～平成11.8.27

重要部検査 15,600,000 15,600,000 15,600,000

回送・試運転 629,062 629,062 629,062

合計 16,229,062 16,229,062 16,229,062



別表１
比較損益計算書

（単位：円、％）

平成１２年度 平成１１年度

金        額 金        額 金        額 増減率

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ=A-B） （C/B*100)

1 2,159,133,527 1,894,895,720 264,237,807 13.9

1,883,278,169 1,646,400,199 236,877,970 14.4

275,855,358 248,495,521 27,359,837 11.0

2 3,748,602,763 3,853,044,686 △ 104,441,923 △ 2.7

1,672,003,182 1,784,632,998 △ 112,629,816 △ 6.3

191,579,734 277,992,879 △ 86,413,145 △ 31.1

196,851,042 216,817,105 △ 19,966,063 △ 9.2

1,688,168,805 1,573,601,704 114,567,101 7.3

3 (1-2) 1,589,469,236 1,958,148,966 △ 368,679,730 △ 18.8

4 15,355,580 2,877,731 12,477,849 433.6

13,165,273 2,546,137 10,619,136 417.1

713,881 0 713,881 －

1,476,426 331,594 1,144,832 345.3

5 894,751,513 1,040,233,788 △ 145,482,275 △ 14.0

857,664,425 931,483,796 △ 73,819,371 △ 7.9

37,087,088 108,749,992 △ 71,662,904 △ 65.9

6 (4-5) 879,395,933 1,037,356,057 △ 157,960,124 △ 15.2

7 (3+6) 2,468,865,169 2,995,505,023 △ 526,639,854 △ 17.6

8 29,388,953,795 9,269,250 29,379,684,545 －

9 特別損失 29,388,953,795 209,425 29,388,744,370 －

10 税引前当期損失 (7+8+9) 2,468,865,169 2,986,445,198 △ 517,580,029 △ 17.3

11 3,800,000 3,800,000 0 0

12 (10+11) 2,472,665,169 2,990,245,198 △ 517,580,029 △ 17.3

12 14,258,525,794 11,268,280,596 2,990,245,198 26.5

13 (12+13) 16,731,190,963 14,258,525,794 2,472,665,169 17.3

営業費用

科                目

増（△）減

営業収益

旅客運輸収入

運輸雑収

営業外収益

受取利息

一般管理費

諸税

減価償却費

営業損失

運送費

営業外費用

新株発行費

雑収入

有価証券利息

当期未処理損失

営業外損失

経常損失

支払利息

特別利益

法人税、住民税及び事業税

当期損失

前期繰越損失
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別表２
比較貸借対照表

（単位：円、％）

金        額 構成率 金        額 構成率 金        額 増減率

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ=A-B） （C/B*100）

12,973,705,932 8.6 17,631,846,527 12.5 △ 4,658,140,595 △ 26.4

9,287,110,035 6.1 17,454,639,876 12.4 △ 8,167,529,841 △ 46.8

37,910,330 0.0 11,665,260 0.0 26,245,070 225.0

53,428,920 0.0 55,286,239 0.0 △ 1,857,319 △ 3.4

39,030,907 0.0 71,117,890 0.1 △ 32,086,983 △ 45.1

120,646 0.0 120,989 0.0 △ 343 △ 0.3

51,188,294 0.0 39,016,273 0.0 12,172,021 31.2

317,079 0.0 0 0 317,079 －

3,507,099,640 2.3 0 0 3,507,099,640 －

△ 2,499,919 △ 0.0 0 0 △ 2,499,919 －

138,551,832,161 91.4 123,461,338,793 87.5 15,090,493,368 12.2

133,724,068,975 88.3 120,703,926,063 85.5 13,020,142,912 10.8

建物 6,772,026,025 4.5 4,974,437,793 3.5 1,797,588,232 36.1

建物附属設備 2,786,823,511 1.8 2,079,168,911 1.5 707,654,600 34.0

構築物 70,079,651,717 46.2 34,866,018,182 24.7 35,213,633,535 101.0

機械装置 7,139,361,145 4.7 3,945,329,783 2.8 3,194,031,362 81.0

車両運搬具 2,201,385,373 1.5 1,911,682,272 1.4 289,703,101 15.2

工具器具備品 29,862,336 0.0 20,823,823 0.0 9,038,513 43.4

土地 11,649,222,329 7.7 833,881,049 0.6 10,815,341,280 －

鉄道事業建設仮勘定 33,065,736,539 21.8 72,072,584,250 51.1 △ 39,006,847,711 △ 54.1

4,575,666,579 3.0 624,815,593 0.4 3,950,850,986 632.3

借地権 3,905,756,785 2.6 24 0.0 3,905,756,761 －

電話加入権 1,912,000 0.0 1,768,000 0.0 144,000 8.1

鉄道軌道施設利用権 571,334,485 0.4 594,807,936 0.4 △ 23,473,451 △ 3.9

商標権 7,830,842 0.0 1,833,181 0.0 5,997,661 327.2

ソフトウェア 88,832,467 0.1 26,406,452 0.0 62,426,015 236.4

252,096,607 0.2 2,132,597,137 1.5 △ 1,880,500,530 △ 88.2

長期仮払消費税等 252,096,607 0.2 2,132,597,137 1.5 △ 1,880,500,530 △ 88.2

151,525,538,093 100 141,093,185,320 100 10,432,352,773 7.4

貸倒引当金

前払費用

立替金

固定資産

無形固定資産

鉄道事業有形固定資産

投資等

増（△）減平成１１年度平成１２年度

未収消費税等

流動資産

現金及び預金

未収運賃

貯蔵品

資産合計

未収入金

未収収益

科          目
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別表２
比較貸借対照表

（単位：円、％）

金    額 構成率 金額 構成率 金額 増減率

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ=A-B） （C/B*100）

4,052,440,156 4.7 1,968,237,939 2.5 2,084,202,217 105.9

2,448,436,000 2.8 1,418,800,000 1.8 1,029,636,000 72.6

一年以内支払日本鉄道 　
建設公団長期未払金 999,057,166 1.1 0 0 999,057,166 －

40,839,400 0.0 106,018,981 0.1 △ 65,179,581 △ 61.5

3,118,584 0.0 3,661,169 0.0 △ 542,585 △ 14.8

295,823,349 0.3 345,115,164 0.4 △ 49,291,815 △ 14.3

17,907,510 0.0 8,904,710 0.0 9,002,800 101.1

147,783,519 0.2 7,244,904 0.0 140,538,615 －

31,990,000 0.0 0 0 31,990,000 －

前受定期運賃 54,102,608 0.1 30,549,543 0.0 23,553,065 77.1

13,382,020 0.0 14,528,810 0.0 △ 1,146,790 △ 7.9

0 0 33,414,658 0.0 △ 33,414,658 △100  

82,996,988,900 95.3 77,204,473,175 97.5 5,792,515,725 7.5

40,648,724,000 46.7 42,597,160,000 53.8 △ 1,948,436,000 △ 4.6

日本鉄道建設公団
長期未払金 33,849,833,404 38.9 0 0 33,849,833,404 －

1,054,500 0.0 10,943,250 0.0 △ 9,888,750 △ 90.4

8,401,827,458 9.7 34,482,705,253 43.6 △ 26,080,877,795 △ 75.6

95,549,538 0.1 113,664,672 0.1 △ 18,115,134 △ 15.9

87,049,429,056 100 79,172,711,114 100 7,876,717,942 9.9

81,207,300,000 125.9 76,179,000,000 123.0 5,028,300,000 6.6

16,731,190,963 25.9 14,258,525,794 23.0 2,472,665,169 17.3

16,731,190,963 25.9 14,258,525,794 23.0 2,472,665,169 17.3

2,472,665,169 3.8 2,990,245,198 4.8 △ 517,580,029 △ 17.3

64,476,109,037 100 61,920,474,206 100 2,555,634,831 4.1

151,525,538,093 141,093,185,320 10,432,352,773 7.4

前受収益

平成１２年度 平成１１年度 増（△）減

うち当期損失

負債資本合計

資本合計

未払法人税等

未払費用

長期預り金

当期未処理損失

負債合計

資本金

長期借入金

欠損金

工事負担金受入額

役員退職慰労引当金

科目

流動負債

固定負債

預り連絡運賃

預り金

前受運賃

未払消費税

一年以内返済長期借入金

未払金
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株式会社はとバス

第１ 監査対象の概要

１ 事 業 の 内 容

（１）事 業 の 概 要

株式会社はとバス 以下 会社 という は 一般乗合旅客自動車運送事業 以下 定期観（ 「 」 。） 、 （ 「

光バス事業 という 一般貸切旅客自動車運送事業 以下 貸切バス事業 という 等を営」 。）、 （ 「 」 。）

むことを目的とし昭和２３年８月に設立された会社で、主として次の事業を行っている。

ア 定期観光バス事業

この事業は、路線を定めて定期に運行する自動車により乗合旅客を運送するもので、認可

路線（すべて観光路線）のキロ数は約１，３８３ｋｍ（平成１３．６．３０現在）であり、

邦人向けコース９７ 昼６５ 夜３２ 外国人向けコース９ 昼７ 夜２ の計１０６コー（ 、 ）、 （ 、 ）

ス及び季節的に初詣、納涼等３６（昼２９、夜７）のコースを運行している。

イ 貸切バス事業

この事業は、乗車定員１１人以上の自動車を貸出し旅客を運送するもので、東京都内（島

しょを除く ）を事業区域としている。。

ウ 関連事業

この事業は、主として自動車運送事業に付帯する下車箇所における娯楽施設の利用、飲食

、 、 、 。等のあっせん 国内航空券 旅館券 ホテル券の販売及び自動車整備事業を行うものである

エ ホテル事業

この事業は、銀座キャピタルホテル（①本館：地下１階地上１０階客室数２５６室、ベッ

ド数３２７、昭和４７．７開業、②新館：地下１階地上１１階客室数２６９室、ベッド数３

、 ． 、 、 、 ．６１ 昭和５４ １２開業 ③新館 別棟：地上９階客室数４９室 ベッド数４９ 平成２

１２開業）の営業を行うものである。

オ 不動産賃貸業

この事業は 港南ビル ①本館：地下１階地上３階 延床面積４ ３８８ １５ｍ ②新、 （ 、 ， ． 、２

館：地下１階地上４階、延床面積３，６８０．３５ｍ 、③駐車場：１，１６４．６８ｍ ）２ ２

及び京町ニューコーポ（地上３階、延床面積４１３．０ｍ ）の賃貸を行うものである。２

カ その他

会社は、子会社３社に対し、表１のとおり出資している。



- 362 -

（表１）出資一覧

発 行 済 株 式 総 数 に
会 社 名 資 本 金 設立年月日 主な事業内容対 す る 会 社 の 保 有 割 合

はとバス興業（株） １億円 100 ％ 昭和59.10. 1 料 理 飲 食 業

（株）シーライン東京 ２億円 51.0 ％ 昭和63. 4.27 観 光 船 事 業

（株）はとバス １千万円 84.0 ％ 昭和38. 9. 3 保 険 代 理 業
エージェンシー 広 告 代 理 業

（注 （株）はとバスエージェンシーの発行済株式総数の１６％を、はとバス興業（株）が保有）

している。

（２）都 と の 関 係

都は、会社設立（昭和２３年８月新日本観光株式会社として発足、昭和３８年９月株式会社

はとバスに商号変更）に当たり、都が保有していた遊覧自動車営業権（評価額１６０万円）及

び自動車６両（評価額２４０万円）を現物出資している。その後、８回にわたって出資し（最

終出資昭和４７ １ ３１ 第６０期末現在 会社が発行した株式総数９００万株 額面金額． ． ）、 、 （

１株５０円、総額４億５，０００万円）の３７．９％に当たる３４１万４，１５０株（額面金

額１億７，０７０万７，５００円）を保有している。

２ 組 織

会社は、本店を千代田区丸の内一丁目９番１号に置き（主たる事務所は、大田区平和島五丁目

４番１号 役員１２名 代表取締役社長１名 代表取締役専務１名 専務取締役１名 常務取締）、 （ 、 、 、

役２名 取締役５名 監査役２名 非常勤役員２名 及び従業員６１９名で ２室９部をもって、 、 （ ）） 、

構成されている。

第２ 監査の範囲及び実地監査期間

１ 監 査 の 範 囲

第５９期（平成１１．７．１～平成１２．６．３０）及び第６０期（平成１２．７．１～平成

１３．６．３０）の事業について実施した。

２ 実地監査期間

（１）交 通 局 平成１３年１２月５日

（２）会 社 平成１３年１２月６日から同月１３日まで
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第３ 監 査 の 結 果

１ 経営状況について

（１）経営成績

、 、 ， 、第６０期の経営成績は 別表１比較損益計算書のとおり 総収益１３４億３ ５１６万余円

総費用１３２億６，１５９万余円で、当期損益（税引後）は前期（２億５，１１９万余円）に

比較して１億５，８３４万余円減少し９，２８４万余円の当期利益となっている。

、 ， 、 （ ， ）総収益のうち 営業収益は１３３億３ ３６２万余円で 前期 １３６億９ ３９６万余円

に比較して３億６，０３４万余円（２．６％）減少している。また、営業外収益は１億１５４

万余円で、前期（１億６，５３２万余円）に比較して６，３７７万余円（３８．６％）減少し

ている。

一方、総費用のうち、営業費用は１２９億８，２３４万余円で、前期（１３１億５，１８２

万余円）に比較して１億６，９４７万余円（１．３％）減少している。営業外費用は１億１，

５５１万余円で、前期（２億４，１７０万余円）に比較して１億２，６１８万余円（５２．２

％）減少している。また、６０期の特別損失は１億６，３７３万余円で、ゴルフ会員券の売却

等に伴うものである。

次に、経営成績を示す経営比率は、表２のとおりである。

（表２）経営比率

項 目 算 式 第５６期 第５７期 第５８期 第５９期 第６０期

純利益

総資本利益率 ×100 △ 0.69 △ 10.98 0.76 2.86 1.05

総資本

純利益

売上高純利益率 ×100 △ 0.51 △ 7.96 0.47 1.83 0.70

売上高

売上高

総資本回転率 ×100 1.35 1.38 1.61 1.56 1.51

総資本
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各事業ごとの営業成績は、次のとおりである。

ア 定期観光バス事業について

第６０期の営業収益は、表３のとおり、２３億３，３６４万余円で、前期（２４億７７９

万余円）に比較して７，４１５万余円（３．１％）減少している。これは、表４のとおり、

主に乗車人員が減少したことによるものである。

一方、営業費用は２０億８，２５２万余円で、運送費が減少したことなどから、前期（２

６億８，３７８万余円）に比較して６億１２６万余円（２２．４％）減少している。

この結果、営業損益は、前期（営業損失２億７，５９９万余円）に比較して５億２，７１

１万余円改善し、２億５，１１２万余円の営業利益を計上している。

（表３）定期観光バス営業損益比較表

(単位：千円、％)

科 目 第 ６０ 期 第 ５９ 期 対前期増(△)減 増 減 率

(Ａ) (Ｂ) (Ａ－Ｂ) ( A - B ) / B

営収 運 送 収 入 2,323,858 2,396,045 △ 72,187 △ 3.0

運 送 雑 収 9,786 11,753 △ 1,967 △ 16.7

業益 計 2,333,644 2,407,798 △ 74,154 △ 3.1

営費 運 送 費 1,888,475 2,471,720 △ 583,245 △ 23.6

一般管理費 194,046 212,068 △ 18,022 △ 8.5

業用 計 2,082,522 2,683,788 △ 601,266 △ 22.4

営 業 損 益 251,122 △ 275,990 527,112 △ 191.0

（表４）定期観光バス営業実績表

区 分 第 ６ ０ 期 第 ５ ９ 期 対前期増(△)減

営 業 日 数 ( 日 ) 365 366 △ 1

運 行 回 数 ( 回 ) 25,079 25,563 △ 484

走 行 キ ロ ( k m ) 1,483,953 1,509,763 △ 25,810

乗 車 人 員 ( 人 ) 578,197 606,404 △ 28,207
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イ 貸切バス事業について

第６０期の営業収益は、表５のとおり２５億３２９万余円で、前期（２７億１，０５９万

） （ ． ） 。 、 、余円 に比較して２億７２９万余円 ７ ６％ 減少している これは主に 表６のとおり

運行実績の減少によるものである。

一方、営業費用は、３４億７，３７２万余円で、運送費が増加したことなどにより、前期

（２８億６，６７５万余円）に比較して６億６９７万余円（２１．２％）増加している。

この結果、営業損失は、前期（１億５，６１６万余円）に比較して８億１，４２６万余円

（５２１．４％）増加し９億７，０４２万余円となっている。

（表５）貸切バス営業損益比較表

(単位：千円、％)

科 目 第 ６０ 期 第 ５９ 期 対前期増(△)減 増 減 率

(Ａ) (Ｂ) (Ａ－Ｂ) ( A - B ) / B

営収 運 送 収 入 2,447,737 2,650,862 △ 203,125 △ 7.7

運 送 雑 収 55,562 59,730 △ 4,168 △ 7.0

業益 計 2,503,299 2,710,592 △ 207,293 △ 7.6

営費 運 送 費 3,172,254 2,647,940 524,314 19.8

一般管理費 301,473 218,815 82,658 37.8

業用 計 3,473,728 2,866,756 606,972 21.2

営 業 損 失 970,429 156,164 814,265 521.4

（表６）貸切バス営業実績表

区 分 第 6 0 期 第 ５ 9 期 対前期増(△)減

営 業 日 数 ( 日 ) 365 366 △ 1

運 行 回 数 ( 回 ) 30,989 34,856 △ 3,867

走 行 キ ロ ( k m ) 7,059,680 7,502,130 △ 442,450

乗 車 人 員 ( 人 ) 1,039,841 1,185,405 △ 145,564



- 366 -

ウ 関連事業について

第６０期の営業収益は、表７のとおり、６０億６，１９５万余円で、前期（６２億１，３

０７万余円）に比較して１億５，１１２万余円（２．４％）減少している。これは主に、旅

行事業売上が２，５０７万余円増加したものの、斡旋売上が１億７，４０４万余円減少した
あっせん

ことによるものである。

一方、営業費用は５６億１，９３０万余円で、売上原価等が減少したことにより前期（５

８億７，９５３万余円）に比較して２億６，０２３万余円（４．４％）減少している。

この結果、営業利益は、前期（３億３，３５４万余円）に比較して１億９１０万余円（３

２．７％）増加し、４億４，２６４万余円となっている。

（表７）関連事業営業損益比較表

(単位：千円)

科 目 第６０期 第５９期 対前期増(△)減 増 減 率

(Ａ) (Ｂ) (Ａ－Ｂ) ( A - B ) / B

営 斡 旋 売 上 3,398,168 3,572,215 △ 174,047 △ 4.9
あっせん

業 旅行事業売上 2,564,649 2,539,571 25,078 1.0

収 自動車整備売上 99,135 95,506 3,629 3.8

益 そ の 他 売 上 － 5,785 △ 5,785 △ 100

計 6,061,951 6,213,077 △ 151,126 △ 2.4

営 売 上 原 価 4,646,000 4,918,143 △ 272,143 △ 5.5

業 営 業 費 881,104 882,416 △ 1,312 △ 0.1

費 一 般 管 理 費 92,199 78,974 13,225 16.7

用 計 5,619,303 5,879,533 △ 260,230 △ 4.4

営 業 利 益 442,649 333,544 109,105 32.7
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エ ホテル事業について

第６０期の営業収益は、表８のとおり、２０億６，６０４万余円で、前期（１９億８，４

８３万余円）に比較して８，１２０万余円（４．１％）増加している。これは主に、表９の

とおり、稼働率が上昇したことによるものである。

一方、営業費用は、１６億６，３９６万余円で、営業費のうち人件費等が増加したことな

どにより前期（１５億８，６２９万余円）に比較して７，７６７万余円（４．９％）増加し

ている。

この結果、営業利益は前期（３億９，８５４万余円）に比較して３５３万余円増加し４億

２０７万余円となっている。

（表８）ホテル事業営業損益比較表

(単位：千円、％)

科 目 第 ６０ 期 第 ５９ 期 対前期増(△)減 増 減 率

(Ａ) (Ｂ) (Ａ－Ｂ) ( A - B ) / B

室 料 1,503,366 1,414,949 88,417 6.2

営 会 議 室 15,486 14,002 1,484 10.6

業 ラ ウ ン ジ 438,262 439,871 △ 1,609 △ 0.4

収 販 売 機 36,760 39,247 △ 2,487 △ 6.3

益 テ レ ビ 22,032 23,689 △ 1,657 △ 7.0

そ の 他 50,133 53,072 △ 2,939 △ 5.5

計 2,066,040 1,984,832 81,208 4.1

売 ラウンジ 151,776 155,227 △ 3,451 △ 2.2

営 上 販 売 機 24,052 25,874 △ 1,822 △ 7.0

業 原 そ の 他 23,337 23,876 △ 539 △ 2.3

費 価 計 199,166 204,978 △ 5,812 △ 2.8

用 営 業 費 1,339,576 1,279,527 60,049 4.7

一般管理費 125,220 101,785 23,435 23.0

計 1,663,962 1,586,291 77,671 4.9

営 業 利 益 402,079 398,542 3,537 0.9

（表９）稼働率等実績表

項 目 第60期 第59期 対前期増(△)減

営 業 日 数 ( 日 ) 365 366 △ 1

延 客 室 数 ( 室 ) 209,510 193,886 15,624

稼 働 率 （ ％ ) 80.2 77.5 2.7
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オ 不動産賃貸業について

第６０期の営業損益は、表１０のとおり、営業収益３億６，８６８万余円、営業費用１億

４，２８２万余円で、差引き２億２，５８５万余円の営業利益となっている。

（表１０）不動産賃貸業営業損益比較表

(単位：千円、％)

科 目 第 ６０ 期 第 ５９ 期 対前期増(△)減 増 減 率

(Ａ) (Ｂ) (Ａ－Ｂ) ( A - B ) / B

営収 港 南 ビ ル 356,903 364,517 △ 7,614 △ 2.1

ﾆ ｭ ｰ ｺ ｰ 11,782 13,149 △ 1,367 △ 10.4京 町 ポ

業益 計 368,686 377,666 △ 8,980 △ 2.4

営費 営 業 費 131,762 126,715 5,047 4.0

一般管理費 11,066 8,740 2,326 26.6

業用 計 142,828 135,455 7,373 5.4

営 業 利 益 225,858 242,212 △ 16,354 △ 4.0

（２）財政状態

第６０期末の財政状態は、別表２比較貸借対照表のとおり、資産総額８８億１，６８８万余

円、負債総額７７億３，９９６万余円、資本総額１０億７，６９１万余円となっている。

資産は、前期（８７億６，８８０万余円）に比較して４，８０８万余円（０．５％）増加し

ている。これは主に、子会社短期貸付金の減少などにより流動資産が１億４，１１２万余円減

少したものの、車両、建物等の固定資産が１億８，９２０万余円増加したことによるものであ

る。

負債は、前期（７７億８，６４１万余円）に比較して４，６４４万余円（０．６％）減少し

ている。これは主に、未払金の増加などにより流動負債が９，８７７万余円増加したものの、

， 。長期借入金の減少などにより固定負債が１億４ ５２２万余円減少したことによるものである

資本総額は、前期（９億８，２３８万余円）に比較して９，４５３万余円（９．６％）増加

している。

なお、子会社の銀行借入れ債務等に対して２８億５，７３６万円の債務保証を行っている。
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次に、財政状態を示す財務比率は、表１１のとおりである。

(表１１) 財務比率

項 目 算 式 第56期 第57期 第58期 第59期 第60期

流動資産

流 動 比 率 ×100 32.5 32.9 31.5 38.2 33.7

流動負債

固定資産

×100 155.7 174.7 157.3 149.8 155.3長 期 資 本 適 合 比 率

自己資本＋固定負債

自己資本

×100 11.2 1.1 1.9 11.2 12.2自 己 資 本 構 成 比 率

総 資 本

以上、経営状況について述べてきたが、別項意見・要望事項にあるとおり、今後検討・是正が望

まれる事項が認められた。
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２ 経営に関する意見・要望事項について

（１）会社の経営状況について

会社の経営状況について見ると前期に引き続き第６０期は当期利益を計上し、当期未処分利

益は４億４,４７７万余円となっている しかしながら 借入金は３４億６ ９１８万余円 長。 、 ， （

期借入金１７億４,４１０万余円、短期借入金６億６,４００万円、１年以内返済予定長期借入

金１０億６，１０８万円）となっており、表１２のとおり債務超過となっている子会社の借入

金等に対し２８億５,７３６万余円の債務保証を行うとともに ４億８ ３００万円を無利子で、 ，

貸し付けており、子会社の経営状況が会社の経営をおびやかすものとなっている。

このような状況の中で、会社は子会社を含めた「３カ年中期経営計画（２０００年度～２０

０２年度 を策定し 累積欠損金の一掃と有利子負債の半減を目標に掲げているが その実施）」 、 、

状況は表１３のとおり、会社および子会社とも借入金が多額なものとなっている。

会社は貸切バス事業の損失が拡大するなど厳しい経営環境にあることから、計画を着実に実

施し、子会社を含めた会社経営の健全化に努められたい。

(表１２)子会社あての債務保証・貸付金の状況等 （単位：百万円）

区 分 債務超過額 債務保証 貸付金

はとバス興業㈱ 276 38 483

㈱シーライン東京 810 2,818 0

２社合計 1,086 2,857 483
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（表１３）３ヵ年中期経営計画の実施状況 （単位：百万円）

３ヵ年中期経営計画期間

区 分 1999年度 2000年度 2002年度

実 績 計 画 実 績 計 画

はとバス 損益 469 493 473 485

累積損益 △ 47 446 426 1,334

借入金残高 3,677 3,257 3,269 1,999

シーライ 損益 123 154 144 120

ン東京 累積損益 △ 1,161 △ 1,007 △ 1,017 △ 768

借入金残高 2,031 1,691 1,690 1,123

はと 損益 53 63 30 80

バス興業 累積損益 △ 443 △ 380 △ 413 △ 367

借入金残高 557 484 492 318

はとバス 損益 1 2 6 6

エージェ 累積損益 16 18 22 34

ンシー 借入金残高 - - - -

グループ 損益 646 712 653 691

計 累積損益 △ 1,635 △ 923 △ 982 233

借入金残高 6,265 5,432 5,451 3,440

（注）表は従来会計基準により作成している。



（別表　１）　 比 較 損 益 計 算 書

（単位：円、％）

第６０期 第５９期 増 （△） 減

金  　　額 金  　　額 金  　　額    A-B

科　　　　目 率----

（Ａ） （Β） （Ａ－Ｂ） 　  B

１  営　業　収　益 13,333,622,057 13,693,966,651 △ 360,344,594 △ 2.6

自動車運送事業収益 4,836,943,183 5,118,389,879 △ 281,446,696 △ 5.5

定期自動車収益 2,333,644,151 2,407,797,602 △ 74,153,451 △ 3.1

貸切自動車収益 2,503,299,032 2,710,592,277 △ 207,293,245 △ 7.6

関連事業収益 6,061,951,652 6,213,077,227 △ 151,125,575 △ 2.4

ホテル業収益 2,066,040,822 1,984,832,845 81,207,977 4.1

不動産賃貸収益 368,686,400 377,666,700 △ 8,980,300 △ 2.4

２   営　業　費　用 12,982,343,467 13,151,823,142 △ 169,479,675 △ 1.3

自動車運送営業費 5,060,730,880 5,119,661,162 △ 58,930,282 △ 1.2

定期自動車営業費 1,888,475,925 2,471,720,354 △ 583,244,429 △ 23.6

貸切自動車営業費 3,172,254,955 2,647,940,808 524,314,147 19.8

関連事業営業費 5,527,103,715 5,800,559,229 △ 273,455,514 △ 4.7

ホテル業営業費 1,538,742,543 1,484,505,747 54,236,796 3.7

不動産賃貸営業費 131,762,096 126,715,099 5,046,997 4.0

一 般 管 理 費 724,004,233 620,381,905 103,622,328 16.7

３ 営　業　損　益（1-2） 351,278,590 542,143,509 △ 190,864,919 △ 35.2

４ 営  業  外  収  益　 101,547,901 165,320,253 △ 63,772,352 △ 38.6

５ 営  業  外  費  用 115,518,985 241,708,519 △ 126,189,534 △ 52.2

６ 経常損益（3+4-5） 337,307,506 465,755,243 △ 128,447,737 △ 27.6

７ 特  別  利  益 0 6,698,923 △ 6,698,923 　　 △100

８ 特  別  損  失 163,731,598 0 163,731,598 ―

９ 総　収　益 (1+4+7) 13,435,169,958 13,865,985,827 △ 430,815,869 △ 3.1

10 総　費　用 (2+5+8) 13,261,594,050 13,393,531,661 △ 131,937,611 △ 1.0

11 税引前当期純利益（6+7-8） 173,575,908 472,454,166 △ 298,878,258 △ 63.3

12 法人税、住民税及び事業税 55,543,120 3,285,520 52,257,600 ―

13 法人税等調整額 25,189,680 217,975,577 △ 192,785,897 △ 88.4

14 当期利益 (11-13) 92,843,108 251,193,069 △ 158,349,961 △ 63.0

15 前期繰越利益 351,930,083 △ 516,381,447 868,311,530 153.0

16 過年度税効果調整額等 0 567,499,461 △ 567,499,461 　　 △100

17 税効果会計適用に伴う圧縮積立金取崩高 0 49,619,000 △ 49,619,000 　　 △100

18 当期未処分利益（14+15+16+17） 444,773,191 351,930,083 92,843,108 26.4
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（別表　２）　 比 較 貸 借 対 照 表

（資産の部） （単位：円、％）

第６０期 第５９期 　増　（△）　減

金　　額 金　　額 金　　額 　 A-B

科　　　　　　　　目 構成比 構成比 率 ---

（Ａ） （Β） （Ａ－Ｂ） 　   B

１  流 動 資 産 1,352,833,593 15.3 1,493,958,598 17.0 △ 141,125,005 △ 9.4

現金預金 384,651,184 4.4 313,923,775 3.6 70,727,409 22.5

売掛金 309,482,272 3.5 292,193,082 3.3 17,289,190 5.9

子会社売掛金 6,300 0.0 38,940 0.0 △ 32,640 △ 83.8

未収運賃 464,180,711 5.3 409,490,089 4.7 54,690,622 13.4

未収入金 6,563,185 0.1 5,448,176 0.1 1,115,009 20.5

未収収益 12,017,823 0.1 7,873,842 0.1 4,143,981 52.6

子会社未収収益 6,907,294 0.1 1,102,500 0.0 5,804,794 526.5

子会社短期貸付金 60,000,000 0.7 180,000,000 2.1 △ 120,000,000 △ 66.7

貯蔵品 30,511,392 0.3 26,303,688 0.3 4,207,704 16.0

前払金 17,694,422 0.2 23,821,419 0.3 △ 6,126,997 △ 25.7

前払費用 6,689,002 0.1 14,338,249 0.2 △ 7,649,247 △ 53.3

繰延税金資産 9,587,400 0.1 181,271,331 2.1 △ 171,683,931 △ 94.7

その他流動資産 47,439,608 0.5 41,174,507 0.5 6,265,101 15.2

貸倒引当金 △ 2,897,000 △ 0.0 △ 3,021,000 △ 0.0 124,000 △ 4.1

２  固　定 資  産 7,464,050,197 84.7 7,274,842,047 83.0 189,208,150 2.6

有形固定資産 5,925,539,437 67.2 5,794,288,024 66.1 131,251,413 2.3

車輌 954,136,188 10.8 875,057,380 10.0 79,078,808 9.0

建物 3,574,991,941 40.5 3,507,281,408 40.0 67,710,533 1.9

設備 125,814,213 1.4 136,560,529 1.6 △ 10,746,316 △ 7.9

構築物 46,875,024 0.5 43,367,144 0.5 3,507,880 8.1

機械・装置 10,744,947 0.1 12,726,791 0.1 △ 1,981,844 △ 15.6

工具・器具・備品 109,112,425 1.2 115,430,073 1.3 △ 6,317,648 △ 5.5

土地 1,103,864,699 12.5 1,103,864,699 12.6 0           0

無形固定資産 406,375,176 4.6 403,088,450 4.6 3,286,726 0.8

電話加入権 24,555,541 0.3 24,555,541 0.3 0           0

施設利用権 11,163,409 0.1 12,455,167 0.1 △ 1,291,758 △ 10.4

権利金 0     0 365,750 0.0 △ 365,750 △ 100

借地権 343,194,359 3.9 343,194,359 3.9 0           0

ソフトウェア 27,461,867 0.3 22,517,633 0.3 4,944,234 22.0

投資等 1,132,135,584 12.8 1,077,465,573 12.3 54,670,011 5.1

長期貸付金 16,000,000 0.2 16,000,000 0.2 0           0

子会社長期貸付金 423,000,000 4.8 339,000,000 3.9 84,000,000 24.8

子会社株式 210,400,000 2.4 210,400,000 2.4 0           0

投資有価証券 82,862,584 0.9 80,247,179 0.9 2,615,405 3.3

長期差入保証金 63,872,124 0.7 108,202,841 1.2 △ 44,330,717 △ 41.0

繰延税金資産 313,520,876 3.6 168,252,553 1.9 145,268,323 86.3

その他投資 52,810,000 0.6 156,560,000 1.8 △ 103,750,000 △ 66.3

貸倒引当金 △ 30,330,000 △ 0.3 △ 1,197,000 △ 0.0 △ 29,133,000 －

資　産　合　計 8,816,883,790 100.0 8,768,800,645 100.0 48,083,145 0.5
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（負債及び資本の部） （単位：円、％）

第60期 第59期 　増　（△）　減

金　　額 金　　額 金　　額    A-B

科　　　　　　　　目 構成比 構成比 率 ---

（Ａ） （Ｂ） （Ａ－Ｂ） 　   B

1   流 動 負 債 4,011,025,662 45.5 3,912,249,540 44.6 98,776,122 2.5

支払手形 5,556,193 0.1 6,667,012 0.1 △ 1,110,819 △ 16.7

買掛金 627,647,346 7.1 565,228,951 6.4 62,418,395 11.0

子会社買掛金 24,922,298 0.3 24,430,834 0.3 491,464 2.0

未払金 754,575,943 8.6 653,154,797 7.4 101,421,146 15.5

子会社未払金 59,355,386 0.7 65,736,869 0.7 △ 6,381,483 △ 9.7

未払費用 184,283,016 2.1 188,625,581 2.2 △ 4,342,565 △ 2.3

子会社未払費用 4,949,612 0.1 7,620,269 0.1 △ 2,670,657 △ 35.0

未払法人税等 53,800,000 0.6 12,050,000 0.1 41,750,000 346.5

未払消費税等 50,292,742 0.6 57,487,593 0.7 △ 7,194,851 △ 12.5

短期借入金 664,000,000 7.5 674,000,000 7.7 △ 10,000,000 △ 1.5

１年内返済予定長期借入金 1,061,080,000 12.0 1,132,400,000 12.9 △ 71,320,000 △ 6.3

預り金 76,827,828 0.9 80,549,910 0.9 △ 3,722,082 △ 4.6

従業員預り金 194,961,747 2.2 207,785,022 2.4 △ 12,823,275 △ 6.2

前受収益 61,578,988 0.7 67,733,011 0.8 △ 6,154,023 △ 9.1

その他流動負債 187,194,563 2.1 168,779,691 1.9 18,414,872 10.9

２   固 定 負 債 3,728,939,460 42.3 3,874,165,022 44.2 △ 145,225,562 △ 3.7

長期借入金 1,744,100,000 19.8 2,070,900,000 23.6 △ 326,800,000 △ 15.8

長期未払金 615,570,000 7.0 567,990,000 6.5 47,580,000 8.4

長期受入保証金 458,602,000 5.2 479,300,000 5.5 △ 20,698,000 △ 4.3

退職給付引当金 910,667,460 10.3 0     0 910,667,460 　　　　－

退職給与引当金 0 0.0 755,975,022 8.6 △ 755,975,022 △ 100

負   債   合   計 7,739,965,122 87.8 7,786,414,562 88.8 △ 46,449,440 △ 0.6

３  資  本  金 450,000,000 5.1 450,000,000 5.1 0           0

４　法  定  準  備  金 112,075,000 1.3 112,075,000 1.3 0           0

利益準備金 112,075,000 1.3 112,075,000 1.3 0           0

５　剰  余  金 513,154,191 5.8 420,311,083 4.8 92,843,108 22.1

任意積立金 68,381,000 0.8 68,381,000 0.8 0           0

固定資産圧縮積立金 68,381,000 0.8 68,381,000 0.8 0           0

当期未処分利益 444,773,191 5.0 351,930,083 4.0 92,843,108 26.4

６　評  価  差  額  金 1,689,477 0.0 0     0 1,689,477 　　　　－

その他有価証券評価差額金 1,689,477 0.0 0     0 1,689,477 　　　　－

資   本   合   計 1,076,918,668 12.2 982,386,083 11.2 94,532,585 9.6

負  債  資  本  合  計 8,816,883,790 100.0 8,768,800,645 100.0 48,083,145 0.5
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第 ６ 団 体 名 索 引

、 、 、 。※ 団 体 名 の 株 式 会 社 財 団 法 人 学 校 法 人 社 会 福 祉 法 人 な ど は 省 略 し て 配 列 し て い る

（ 例 ） 株 式 会 社 セ ン ト ラ ル プ ラ ザ → さ 行 、 学 校 法 人 帝 京 大 学 → た 行

学 校 法 人 関 東 国 際 学 園 37あ行

医 療 法 人 財 団 青 葉 会 11 喜 多 見 宮 之 原 土 地 区 画 整 理 組 合 53

学 校 法 人 秋 川 文 化 学 園 37 宗 教 法 人 求 道 会 58

昭 島 市 商 工 会 90 学 校 法 人 共 立 女 子 学 園 37

社 会 福 祉 法 人 あ だ ち の 里 1 6 2 医 療 法 人 社 団 杏 稜 会 62

学 校 法 人 跡 見 学 園 37 学 校 法 人 杏 林 学 園 11

学 校 法 人 安 部 学 院 37 学 校 法 人 国 立 音 楽 大 学 37

学 校 法 人 雨 宮 学 園 37 学 校 法 人 黒 川 学 院 37

学 校 法 人 郁 文 館 学 園 37 社 会 福 祉 法 人 ケ ア ネ ッ ト 78

学 校 法 人 池 上 み ど り 幼 稚 園 37 学 校 法 人 慶 応 義 塾 37

伊 豆 七 島 海 運 株 式 会 社 21 医 療 法 人 社 団 恵 仁 会 11

伊 豆 諸 島 開 発 株 式 会 社 23 宗 教 法 人 花 巌 院 58

学 校 法 人 伊 東 学 園 37 社 会 福 祉 法 人 健 修 会 78

稲 城 大 丸 南 土 地 区 画 整 理 組 合 53 医 療 法 人 社 団 厚 医 会 62

稲 城 市 立 総 合 病 院 26 学 校 法 人 高 西 寺 学 園 37

稲 城 平 尾 南 土 地 区 画 整 理 組 合 53 学 校 法 人 佼 成 学 園 37

医 療 法 人 財 団 岩 尾 会 11 医 療 法 人 社 団 弘 善 会 62

宇 奈 根 東 部 土 地 区 画 整 理 組 合 53 学 校 法 人 向 南 学 園 37

社 会 福 祉 法 人 う ら ら 78 学 校 法 人 江 北 白 百 合 学 園 37

学 校 法 人 泳 光 学 園 37 学 校 法 人 広 和 学 園 37

医 療 法 人 社 団 永 寿 会 11 小 金 井 市 商 工 会 90

医 療 法 人 社 団 恵 比 須 会 62 学 校 法 人 國 學 院 大 學 37

1 7 1 国 分 寺 市 商 工 会 90株 式 会 社 沿 岸 環 境 開 発 資 源 利 用 セ ン タ ー

学 校 法 人 桜 蔭 学 園 37 社 会 福 祉 法 人 こ ひ つ じ 会 162

学 校 法 人 桜 美 林 学 園 37 学 校 法 人 駒 込 学 園 37

青 梅 市 立 総 合 病 院 26 学 校 法 人 小 町 学 園 37

さ行社 会 福 祉 法 人 青 梅 福 祉 協 会 78

学 校 法 人 37 医 療 法 人 社 団 三 和 会 62鴎 友 学 園

大 島 町 33 学 校 法 人 四 恩 学 園 37

大 島 町 商 工 会 35 社 会 福 祉 法 人 慈 光 会 162

財 団 法 人 大 谷 美 術 館 58 自 動 車 安 全 運 転 セ ン タ ー 70

学 校 法 人 小 野 学 園 37 学 校 法 人 品 川 女 子 学 院 37

学 校 法 人 自 由 学 園 58か行

学 校 法 人 海 城 学 園 37 医 療 法 人 社 団 珠 泉 会 62

学 校 法 人 嘉 悦 学 園 37 1 7 7株 式 会 社 首 都 圏 建 設 資 源 高 度 化 ｾﾝ ﾀ ｰ

学 校 法 人 学 習 院 37 首 都 高 速 道 路 公 団 181

学 校 法 人 粕 谷 学 園 37 学 校 法 人 潤 徳 学 園 37

1 4 9 学 校 法 人 聖 徳 学 園 37特 定 非 営 利 活 動 法 人 葛 飾 区 若 手 産 業 人 会

学 校 法 人 加 藤 学 園 37 学 校 法 人 昭 和 女 子 大 学 37

上 小 山 田 杉 谷 戸 土 地 区 画 整 理 組 合 53 学 校 法 人 女 子 学 院 37
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医 療 法 人 社 団 新 新 会 62 学 校 法 人 東 京 家 政 学 院 37

学 校 法 人 新 星 学 園 37 東 京 技 芸 国 民 健 康 保 険 組 合 98

医 療 法 人 社 団 心 施 会 62 社 会 福 祉 法 人 東 京 恵 明 学 園 162

医 療 法 人 社 団 新 緑 会 62 東 京 建 設 職 能 国 民 健 康 保 険 組 合 98

水 道 マ ッ ピ ン グ シ ス テ ム 株 式 会 社 2 0 1 社 会 福 祉 法 人 東 京 弘 済 園 157

学 校 法 人 巣 鴨 学 園 37 財 団 法 人 東 京 交 通 安 全 協 会 88

社 会 福 祉 法 人 す こ や か 福 祉 会 78 東 京 自 転 車 商 国 民 健 康 保 険 組 合 98

隅 田 川 花 火 大 会 実 行 委 員 会 72 東 京 写 真 材 料 国 民 健 康 保 険 組 合 98

学 校 法 人 聖 愛 学 園 37 東 京 商 工 会 議 所 90

生 活 協 同 組 合 東 京 マ イ コ ー プ 1 4 4 財 団 法 人 東 京 消 防 協 会 96

社 会 福 祉 法 人 青 少 年 と 共 に 歩 む 会 74 学 校 法 人 東 京 女 学 館 37

財 団 法 人 青 少 年 福 祉 セ ン タ ー 74 学 校 法 人 東 京 女 子 学 園 37

学 校 法 人 成 城 学 園 37 株 式 会 社 東 京 ス タ ジ ア ム 214

社 会 福 祉 法 人 清 心 福 祉 会 78 財 団 法 人 東 京 税 務 協 会 221

学 校 法 人 正 則 学 院 37 社 会 福 祉 法 人 東 京 聖 労 院 78

学 校 法 人 正 則 学 園 37 株 式 会 社 東 京 テ レ ポ ー ト セ ン タ ー 230

学 校 法 人 誠 美 学 園 37 東 京 都 医 師 国 民 健 康 保 険 組 合 98

医 療 法 人 財 団 西 武 中 央 病 院 11 財 団 法 人 東 京 都 環 境 整 備 公 社 257

社 会 福 祉 法 人 聖 母 会 78 東 京 都 下 水 道 サ ー ビ ス 株 式 会 社 268

学 校 法 人 清 明 学 園 37 財 団 法 人 東 京 都 健 康 推 進 財 団 276

学 校 法 人 成 立 学 園 37 東 京 土 建 国 民 健 康 保 険 組 合 98

全 国 板 金 業 国 民 健 康 保 険 組 合 98 1 0 5東 京 都 公 衆 浴 場 業 生 活 衛 生 同 業 組 合

学 校 法 人 専 修 大 学 附 属 高 等 学 校 37 社 団 法 人 東 京 都 私 学 退 職 金 社 団 107

社 会 福 祉 法 人 東 京 都 社 会 福 祉 事 業 団 286医 療 法 人 社 団 全 人 会 1 1

社 会 福 祉 法 人 創 生 78 東 京 都 住 宅 供 給 公 社 307

東 京 都 職 業 能 力 開 発 協 会 111た行

大 道 北 土 地 区 画 整 理 組 合 53 1 1 4財 団 法 人 東 京 都 私 立 学 校 教 育 振 興 会

学 校 法 人 拓 殖 大 学 37 財 団 法 人 東 京 都 人 権 啓 発 セ ン タ ー 331

竹 芝 地 域 開 発 株 式 会 社 2 3 0 社 団 法 人 東 京 都 信 用 組 合 協 会 120

医 療 法 人 社 団 龍 岡 会 62 東 京 都 青 果 卸 売 国 民 健 康 保 険 組 合 98

社 会 福 祉 法 人 田 無 の 会 1 6 2 東 京 都 青 少 年 協 会 123

学 校 法 人 玉 川 聖 学 院 37 東 京 都 地 下 鉄 建 設 株 式 会 社 341

多 摩 市 上 和 田 土 地 区 画 整 理 組 合 53 東 京 都 中 小 企 業 団 体 中 央 会 125

多 摩 市 関 戸 古 茂 川 土 地 区 画 整 理 組 合 53 東 京 熱 供 給 株 式 会 社 348

多 摩 都 市 モ ノ レ ー ル 株 式 会 社 2 0 6 東 京 都 農 業 共 済 組 合 連 合 会 128

社 会 福 祉 法 人 多 摩 福 祉 会 1 6 2 1 3 1財 団 法 人 東 京 都 母 子 寡 婦 福 祉 協 議 会

社 会 福 祉 法 人 多 摩 養 育 園 1 5 7 東 京 都 薬 剤 師 国 民 健 康 保 険 組 合 98

社 会 福 祉 法 人 竹 清 会 78 社 団 法 人 東 京 の あ す を 創 る 協 会 135

中 央 建 設 国 民 健 康 保 険 組 合 98 学 校 法 人 東 京 農 業 大 学 37

学 校 法 人 千 代 田 女 学 園 37 東 京 納 税 貯 蓄 組 合 総 連 合 会 138

学 校 法 人 貞 静 学 園 37 学 校 法 人 東 京 文 化 学 園 37

学 校 法 人 田 園 調 布 雙 葉 学 園 37 1 4 1職 業 訓 練 法 人 東 京 ﾍｱﾋﾞ ｼﾞﾈ ｽ開 発 協 会

学 校 法 人 東 海 大 学 37 東 京 臨 海 高 速 鉄 道 株 式 会 社 354

医 療 法 人 社 団 東 京 愛 成 会 11 東 京 臨 海 副 都 心 建 設 株 式 会 社 230
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社 団 法 人 東 京 都 老 人 ク ラ ブ 連 合 会 1 3 3 社 会 福 祉 法 人 福 音 会 157

学 校 法 人 東 商 学 園 37 社 会 福 祉 法 人 福 音 寮 162

学 校 法 人 東 星 学 園 37 学 校 法 人 福 田 学 園 37

学 校 法 人 東 邦 大 学 11, 3 7 社 会 福 祉 法 人 武 尊 会 78

学 校 法 人 東 洋 英 和 女 学 院 37 社 会 福 祉 法 人 双 葉 会 78

学 校 法 人 東 洋 女 子 学 園 37 学 校 法 人 二 葉 学 園 37

学 校 法 人 ト キ ワ 松 学 園 37 有 限 会 社 プ レ イ フ ォ ー ヘ ア ー 141

都 民 寄 席 実 行 委 員 会 1 4 6 学 校 法 人 文 教 大 学 学 園 37

文 芸 美 術 国 民 健 康 保 険 組 合 98な行

社 会 福 祉 法 人 長 渕 保 育 園 1 6 2 学 校 法 人 豊 昭 学 園 37

学 校 法 人 中 村 学 園 37 学 校 法 人 法 政 大 学 37

学 校 法 人 な か よ し 学 園 37 学 校 法 人 豊 南 学 園 37

学 校 法 人 二 階 堂 学 園 37 財 団 法 人 法 律 扶 助 協 会 東 京 都 支 部 154

学 校 法 人 日 本 医 科 大 学 11 学 校 法 人 保 恵 学 園 37

社 団 法 人 日 本 演 奏 連 盟 1 4 6 学 校 法 人 堀 越 学 園 37

財 団 法 人 日 本 オ ペ ラ 振 興 会 1 4 6 学 校 法 人 本 郷 学 園 37

ま行社 団 法 人 日 本 音 楽 家 協 会 1 4 6

学 校 法 人 日 本 学 園 37 社 会 福 祉 法 人 正 夢 の 会 162

社 団 法 人 日 本 計 量 機 器 工 業 連 合 会 1 4 9 町 田 市 民 病 院 26

学 校 法 人 日 本 工 業 大 学 37 学 校 法 人 町 田 学 園 37

学 校 法 人 日 本 女 子 大 学 37 医 療 法 人 社 団 丸 山 会 62

社 団 法 人 日 本 書 籍 出 版 協 会 1 4 9 瑞 穂 町 殿 ヶ 谷 土 地 区 画 整 理 組 合 53

日 本 私 立 学 校 振 興 ・ 共 済 事 業 団 1 5 2 社 会 福 祉 法 人 三 井 記 念 病 院 11

学 校 法 人 日 本 大 学 11, 3 7 峯 岸 清 58

学 校 法 人 日 本 大 学 第 一 学 園 37 三 原 台 二 丁 目 土 地 区 画 整 理 組 合 53

社 団 法 人 日 本 バ レ エ 協 会 1 4 6 学 校 法 人 三 室 戸 学 園 37

学 校 法 人 二 松 学 舎 37 学 校 法 人 宮 城 学 園 37

社 会 福 祉 法 人 向 会 78は行

学 校 法 人 白 峰 学 園 37 武 蔵 野 商 工 会 議 所 90

学 校 法 人 八 王 子 学 園 37 武 蔵 村 山 市 商 工 会 90

株 式 会 社 は と バ ス 3 6 1 学 校 法 人 明 泉 学 園 37

花 畑 東 部 土 地 区 画 整 理 組 合 53 医 療 法 人 社 団 明 芳 会 11

東 葛 西 土 地 区 画 整 理 組 合 53 学 校 法 人 明 法 学 院 37

東 久 留 米 市 商 工 会 90 学 校 法 人 目 黒 星 美 学 園 37

東 村 山 市 商 工 会 90 学 校 法 人 目 白 学 園 37

や行学 校 法 人 土 方 学 園 37

日 野 市 商 工 会 90 学 校 法 人 大 和 郷 学 園 37

日 野 市 新 町 土 地 区 画 整 理 組 合 53 学 校 法 人 山 脇 学 園 37

日 野 市 東 豊 田 土 地 区 画 整 理 組 合 53 社 会 福 祉 法 人 弥 生 会 78

日 野 市 日 野 駅 北 土 地 区 画 整 理 組 合 53 医 療 法 人 社 団 陽 和 会 62

ら行学 校 法 人 日 野 し ら ゆ り 学 園 37

日 野 市 立 総 合 病 院 26 社 会 福 祉 法 人 楽 友 会 157

学 校 法 人 日 出 学 園 37 学 校 法 人 立 教 学 院 37

ヒ ロ ・ マ ツ ダ ト レ ー ニ ン グ シ ア タ ー 1 4 1 学 校 法 人 立 正 大 学 学 園 37
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社 会 福 祉 法 人 龍 鳳 1 6 2

わ行

学 校 法 人 和 光 学 園 37

学 校 法 人 早 稲 田 実 業 学 校 37

学 校 法 人 和 洋 学 園 37
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